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エ 住宅・建築物の省エネ性能等の向上

(ツ) ZEH、ZEH+

事業実施

主体 

地方公共団体 

民間事業者・個人 

交付率等 ZEH+（Nearly ZEH+） 100万円/戸以内 

ZEH（Nearly ZEH、ZEH Oriented） 55万円/戸以内 

（交付対象住宅に対して直交集成板（CLT: Cross Laminated Timber）を

導入する場合、90万円/戸を上限に上乗せ（地域区分・建物規模によらず

全国一律）） 

交付要件 【共通】 

a 事業実施主体は、新築戸建住宅の建築主、又は新築戸建建売住宅（建

売を前提に建築され、一度も登記されたことのない住宅）の購入予定者

となる個人若しくは販売者となる法人とする。 

b 交付対象は、事業実施主体（新築戸建建売住宅の販売者となる法人の

場合を除く。）が常時居住する住宅であり、専用住宅であること（ただ

し、住宅の一部に店舗等の非住居部分がある場合は、住居部分が ZEH又

は ZEH+を満たすこと）。 

c 導入する設備は環境省「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（戸

建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業）」の例

を参考にすること。 

d ZEH のエネルギー使用状況に関する調査・分析等のため、環境省に対す

る必要な情報提供に協力すること。 

【ZEH：e・fを満たすこと】 

e ZEH ロードマップにおける『ZEH』の定義を満たしていること。（※１※

２） 

（a） 住宅の外皮性能は、地域区分毎に定められた強化外皮基準（UA
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値）以上であること。（建築物省エネ法の地域区分 区分１～２：

0.40以下、区分３：0.50以下、区分４～７：0.60以下、区分８：

なし） 

（b） 設計一次エネルギー消費量は、再エネ等を除き、基準一次エネル

ギー消費量から 20％以上削減されていること。（※３）

（c） 太陽光発電設備等の再エネ発電設備を導入すること。（※２）

（売電を行う場合は全量買取方式ではなく、余剰買取方式によるこ

と。本交付金により再エネに係る設備を当該住宅に導入する場合に

はア（ア）、イ（キ）、イ（ク）又はイ（ケ）によることとする。） 

（d） 設計一次エネルギー消費量は、再エネ等を加えて、基準一次エネ

ルギー消費量から 100％以上削減されていること。（※１※２※３※

４） 

f 申請する住宅について、省エネルギー性能表示にて、『ZEH』であるこ

とを示す証書を取得すること。（※５） 

【ZEH＋のみ：g～iの全てを満たすこと】 

g e、fの＜ZEHの交付要件＞を満たしていること。（※１※４※６） 

h 設計一次エネルギー消費量は、再エネ等を除き、基準一次エネルギー

消費量から 25％以上削減されていること。（※３） 

i 次の（a）～（c）のうち２つ以上を選択し導入すること［ZEH+の選択

要件］。（※７） 

（a） 住宅の外皮性能は、地域区分ごとに定められた強化外皮基準（UA

値）以上であること。（建築物省エネ法の地域区分 区分１～２：

0.30以下、区分３～４：0.40以下、区分５～７：0.50以下）（※

８）

（b） HEMSにより、太陽光発電設備等の発電量等を把握した上で、住宅

内の暖冷房設備、給湯設備等を制御可能であること。

（c） 再エネ発電設備により発電した電力を電気自動車若しくはプラグ

インハイブリッド車に充電を可能とする設備、又は電気自動車若し

くはプラグインハイブリッド車と住宅間で電力を充放電することを

可能とする設備を導入すること。（※８） 

※１ 本事業では、寒冷地（地域区分１又は２）、低日射地域（日射区分

A1 又 は A2）又は多雪地域（垂直積雪量 100ｃｍ以上）の場合に限

り、Nearly ZEH も交付対象とする。この場合において、設計一次エ

ネルギー消費量は、再エネ等を加えて、基準一次エネルギー消費量

から 75％以上削減されている必要がある。なお、多雪地域は、建築

基準法施行令第 86 条の規定により、特定行政庁が定める垂直積雪量
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100cm 以上に該当する地域とする。 

※２ 本事業では、交付対象住宅が ZEH の場合、北側斜線制限（２階建以

上の住宅に影響が生じる場合）の対象となる用途地域等であって、

敷地面積が 85 ㎡未満である土地に建築される住宅（平屋建ての場合

を除く）及び多雪地域（垂直積雪量 100cm 以上）に建築される住宅

に限り、ZEH Oriented も交付対象とする。この場合において、設計

一次エネルギー消費量は、再エネ等を除き、基準一次エネルギー消

費量から 20％以上削減されている必要がある。 

※３ エネルギー計算は、建築物省エネ法に基づく「建築物エネルギー消

費性能基準等を定める省令（平成 28 年経済産業省・国土交通省令第

１号。以下「建築物エネルギー消費性能基準」という。）」に準拠す

るものとする。また、エネルギー計算は空調（暖房・冷房）、給湯、

換気、照明に係る各設備に関する一次エネルギー消費量に限定し、

「その他一次エネルギー消費量」は除く。 

※４ 再エネ等を加えて 100％以上一次エネルギー消費量が削減されてい

ることの計算においては、売電分の創エネルギーを計算に含む。 

※５ 本事業では、「※１」に該当する場合に限り Nearly ZEH を、「※

２」に該当する場合に限り ZEH Oriented であることも可とする。ま

た、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正

する法律（令和元年法律第４号。以下、「改正建築物省エネ法」とい

う）の施行に伴い変更された地域区分及び日射地域区分については

改正後の地域区分でのみ申請を可とする。 

※６ 本事業では、「※１」に該当する場合に限り Nearly ZEH であること

も可とする。また、改正建築物省エネ法の施行に伴い変更された地

域区分及び日射地域区分については改正後の地域区分でのみ申請を

可とする。 

※７ 区分８の地域については、［ZEH+の選択要件］のうち「外皮性能の

更なる強化」は選択できない。 

※８ 電気自動車又はプラグインハイブリッド車の保管場所を申請する住

宅の敷地内に設ける必要がある。 

【直交集成板（CLT）を導入する場合：j・kを満たすこと】 

j 交付対象となる CLTは、次の（a）～（c）の要件を全て満たすこと。 

（a） 交付対象住宅への導入箇所は、構造耐久力上主要な部分のうち、

壁、床版又は屋根版に面的に使用されていること。

（b） 交付対象住宅における CLT総使用量は、延べ面積で除した単位面

積あたりの当該 CLTの使用量が 0.1㎥／㎡以上であること。
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（c） 工法は問わない。但し、枠組壁工法を用いて工事を行う場合は、

「枠組壁工法又は木質プレハブ工法を用いた建築物又は建築物の構

造部分の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める件（平

成 29年国土交通省告示第 1540号）」に準拠すること。

k 国内製品においては、JAS認定工場で製造された JAS製品であること。 

（注）CLTの導入に際しては、仕上材の一部、又は化粧材や柱等への使

用の場合は、交付対象とならない。 


